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令和５年度 都区財政調整再算定結果の概要 

 

１ 全般的事項 

令和５年９月６日の都区協議会における合意に基づき、区別再算定を行った。 

基準財政収入額については、各特別区の財政力を合理的に測定する趣旨を踏まえ

ながら、過去の実績を基礎として算定された。  

基準財政需要額については、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行すること

ができるように、合理的かつ適正な方法により算定された。 

 

２ 個別的事項 

 (1) 交付金                                          （単位：百万円、％） 

 
R5 再算定額 R5 当初算定額 増減額 増減率 

基準財政収入額（A） 1,323,513 1,298,187 25,326 2.0 

基準財政需要額（B） 2,405,387 2,191,657 213,730 9.8 

差  引（B）－（A） 1,081,874 893,470 188,404 21.1 

 うち財源不足額（22 区） 1,095,814 919,456 176,358 19.2 

 うち財源超過額（１区） 13,940 25,986 △ 12,046 △ 46.4 

普通交付金所要額 1,095,814 919,456 176,358 19.2 

 

【主な項目】 

 ○  基準財政収入額は、雇用・所得環境の段階的な回復による特別区民税の増や、

個人消費や輸入が堅調に推移することによる地方消費税交付金の増などにより、全

体として増額となった。  

○ 基準財政需要額の医療的ケア児支援経費について１億９３百万円、公衆喫煙所維

持管理費について１億６８百万円が新規に算定された。  

○ 児童相談所関連経費について２５億４０百万円が増額され、投資的経費に係る建

築工事単価の上昇分について３７７億３８百万円が臨時的に算定された。  
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(2) 財源過不足額                   （単位：百万円、％） 

 
R5 再算定額 R5 当初算定額 増減額 増減率 

普通交付金の財源（①） 1,134,696 1,134,696 0 0.0 

普通交付金所要額（②） 1,095,814 919,456 176,358 19.2 

差引（算定残）（①－②） 38,881 215,240 △ 176,358 △ 81.9 

※算定残については、今後都区間で確認したルールに基づき、取り扱うこととなる。 

※百万円単位の端数調整により計算が一致しない場合がある。 

 

 

令和５年度 都区財政調整・板橋区分再算定概要 

 

 

１ 基準財政需要額             １３６，４４２，２４６千円 

    経常的経費             １０９，３７８，２１７千円 

    投資的経費              ２７，０６４，０２９千円 

２ 基準財政収入額              ５９，８２５，８３８千円 

３ 財政調整普通交付金            ７６，６１６，４０８千円 Ａ 

 

（参考） 

 令和４年度当初算定額            ７１，６４５，５３８千円 Ｂ 

 対前年度当初算定額との比較          ４，９７０，８７０千円  

  （ Ａ － Ｂ ）                  〔６．９％増〕 

 

 令和４年度再算定額             ７５，４９７，１２１千円 Ｃ 

 対前年度再算定額との比較           １，１１９，２８７千円  

  （ Ａ － Ｃ ）                  〔１．５％増〕 

 

 令和５年度当初予算額             ７５，０００，０００千円 Ｄ 

 令和５年度当初予算額との比較           １，６１６，４０８千円  

  （ Ａ － Ｄ ）                  〔２．２％増〕 

 

令和５年度当初算定額             ６７，７２６，３６３千円 Ｅ 

 令和５年度当初算定額との比較                ８，８９０，０４５千円  

  （ Ａ － Ｅ ）                        〔１３．１％増〕 
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